
令和７年度法務省委託「人権に関する国家公務員等研修会」

及び「人権啓発指導者養成研修会」に係るアンケート集計等

に関する仕様書 

 

１ 件名 

  令和７年度法務省委託「人権に関する国家公務員等研修会」及び「人権啓

発指導者養成研修会」に係るアンケート集計等業務 

 

２ 業務内容 

（１）アンケート回答データの集計 

（２）アンケート結果報告書の作成 

 

３ アンケート回答データの集計に係る仕様等 

（１）集計に係る提供データ 

  ア ＣＳＶ 

オンライン研修システムを使用しアンケートに回答したデータ。本デ

ータをローデータとする。 

  イ Microsoft Excel 

    オンライン研修システムを使用できずアンケートに回答したデータ。

個別に Microsoft Excelにて回答してもらったもの。 

  ウ ＰＤＦ 

    オンライン研修システムを使用できずアンケートに回答したデータ。

個別に用紙にて回答してもらいスキャニングしたもの。 

（２）作業内容 

  ア アンケート回答データの統合 

    上記（１）イ・ウの個別回答データを上記（１）アのローデータに転

記し、アンケート全回答データを Microsoft Excelにて作成すること。 

  イ アンケート全回答データの単純集計及びクロス集計 

  （ア）単純集計 

各設問の単純集計を行うこと。 

  （イ）クロス集計 

    属性に係る設問と各設問のクロス集計を行うこと。 

  ウ グラフ及び表の作成 

    多肢選択式の設問については、グラフ作成を行うこととする。 

※ 択一回答は円グラフ、複数回答は横棒グラフにて作成することと

する。 

  エ アンケート集計表の作成 

    上記イとウをまとめ、アンケート集計表として Microsoft Excelにて

提出すること。過去のアンケート集計表を参考に同様の形式で作成する

こと。 

    ※ 本見積競争参加希望者は、事前連絡の上、当センターにて過去の

アンケート集計表（部分）の閲覧可。 



（３）件数等 

  ア 人権に関する国家公務員等研修会 

（ア）想定件数：６，２００件 

  （ローデータ：５，７００件、個別回答データ：５００件） 

（イ）想定質問数 

多肢選択式１２問（うち、任意追加自由回答欄３か所） 

自由記述式４問（各回答２０～５０字程度） 

イ 人権啓発指導者養成研修会 

（ア）想定件数：１０，７３０件（総計） 

  （ローデータ：１０，６００件、個別回答データ：１３０件） 

    ａ 共通アンケート：９００件 

    ｂ 科目別アンケート：９，６６０件 ※ 全２２科目計 

ｃ フィールドワークアンケート：４０件 ※全３会場計 

（イ）想定質問数 

ａ 共通アンケート 

多肢選択式１４問（うち、任意追加自由回答欄１２か所） 

自由記述式４問（各回答２０～５０字程度） 

ｂ 科目別アンケート 

多肢選択式２問 

自由記述式２問（各回答２０～５０字程度） 

    ｃ フィールドワークアンケート 

      多肢選択式４問（うち、任意追加自由回答欄２か所） 

自由記述式５問（各回答２０～５０字程度） 

（４）その他 

  ア 集計データの小数点以下の端数処理については、小数点第２位を四捨

五入すること。 

  イ 下記４の報告書を修正した際は、アンケート集計表についても相応す

る修正を行うこと。 

 

４ アンケート結果報告書の作成に係る仕様等 

（１）体裁 

  ア 報告書は上記３アンケート集計表に基づき Microsoft Wordで提出す

ることとし、過去の報告書を参考に同様の形式で作成すること。 

    ※ 本見積競争参加希望者は、事前連絡の上、当センターにて過去の

報告書（部分）の閲覧可。 

  イ 多肢選択式の設問についてはグラフを掲載すること。その際、大きさ

を揃えるとともに少なくとも次の点に留意すること。 

    棒グラフ：外枠の横幅を統一すること。 

    円グラフ：外枠の横幅及び円グラフ自体の大きさを統一すること。 

    グラフラベル：読みやすい配置、文字サイズに調整・統一すること。

フォントタイプを統一すること。 

     



（２）校閲 

  ア 公用文における送り仮名の付け方、漢字使用等を採用することとし、

アンケートの自由記述部分の入力に際しても、原文の意味を変えない範

囲で適宜修正可。 

  イ 表記の平仄を合わせること。 

  ※ 不明点等については当センターに指示を求めること。 

（３）多肢選択式に紐づく自由記述式の回答の集計 

  多肢選択式で回答した者が、どのような自由記述を行ったかが分かるよう

に集計すること。 

（４）校正 

ア 少なくとも２回行うこととする。 

イ その他、当センターが必要と判断した場合にはその指示に従い修正に

応じること。 

 

５ 成果物・納品 

（１）成果物 

ア 上記３及び４で作成する各種資料等の電子データ一式 

 ※ 電子媒体（ＤＶＤ-Ｒ等）に格納すること。 

イ 上記３及び４で作成する各種資料等を印刷したもの（Ａ４版・カラー

×３部） 

（２）納品場所 

公益財団法人人権教育啓発推進センター 

（東京都港区芝大門２－１０－１２ ＫＤＸ芝大門ビル４階） 

 

６ データ提供日・納期 

（１）データ提供日 

令和８年１月１５日（木） 

（２）納期 

ア アンケート全回答データ（Microsoft Excel） 

令和８年１月２３日（金） 

  イ アンケート集計表（Microsoft Excel）及びアンケート結果報告書

（Microsoft Word） 

    令和８年１月３０日（金） 

 

７ 応募概要 

（１）提出書類 

見積書（要内訳明細） 

（２）提出期限 

令和７年１２月１５日（月）午前１０時 

 

８ 決定方法 

  見積金額により決定する。 



 

９ その他 

（１）応札者は法務省及び他の府省庁等から指名停止を受けている期間中でな

いこと。 

（２）応募者から提出された書類は、返却しない。 

（３）本見積競争の参加に要する経費は、応募者の負担とする。 

（４）本業務を実施するに当たって知り得た情報については、本件以外の業務

に使用しないこととし、第三者に対して一切漏えいしないこと。 

（５）本仕様書に定めのない事項については、当センターと協議すること。 

（６）本業務の実施に当たっては、当センターによる確認作業を経て、承諾を

得た上で作業を進めること。 

（７）上記各仕様は現時点での想定であるため、受注者確定後に変更の可能性

がある。仕様に変更があった場合は、受注者と協議の上、発注金額を変更す

る。その際は速やかに、再度、見積書を提出すること。 

（８）本業務の完遂のために十分な実施体制を整えること。 

（９）請求書は、業務完遂後に速やかに発行すること。 

（10）本業務の全部を一括して第三者に委託してはならない。本業務の一部を

第三者に委託する場合は当センターの承諾を得るものとする。 

 

10 監督及び検査 

本件業務の適正な履行を確保するため、受注者への必要な監督及び作業完

了の監督・検査は、以下の当センター職員が行う。なお、異動等により職員

が交代した場合は、後任の職員がこれを行う。 

（１）検査職員：事務局長補佐兼総務部長 山本由理子 

（２）監督職員：事務局長 上杉憲章 

  

11 問合せ先・連絡先 

公益財団法人人権教育啓発推進センター 事業部第１課 永田 

東京都港区芝大門２－１０－１２ ＫＤＸ芝大門ビル４階 

電話番号：０３－５７７７－１８０２（代表） 

ファックス番号：０３－５７７７－１８０３ 

Ｅメール：ｊｉｇｙｏ０１＠ｊｉｎｋｅｎ．ｏｒ．ｊｐ 

ウェブサイト：http://www.jinken.or.jp 


